
日本にとっても“対岸の火事”では済まされない
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米
国
に
よ
る
対
中
制
裁
関
税
が
こ

れ
か
ら
続
々
と
発
動
さ
れ
る
見
通
し

で
あ
る
。
現
在
、
ト
ラ
ン
プ
政
権
の

対
中
制
裁
関
税
は
４
段
階
構
成
と
な

っ
て
お
り
、
第
１
弾
の
３
４
０
億
米

㌦
相
当
の
品
目
を
対
象
に
25
％
の
追

加
関
税
の
課
税
を
今
年
７
月
６
日
に

発
動
、
８
月
７
日
に
は
第
２
弾
の
１

６
０
億
米
㌦
相
当
の
品
目
を
対
象
に

25
％
の
追
加
関
税
の
課
税
を
23
日
に

発
動
す
る
と
発
表
し
た
。
そ
し
て
９

月
以
降
も
品
目
リ
ス
ト
を
公
表
し
た

第
３
弾
の
２
０
０
０
億
米
㌦
相
当
分

を
対
象
に
10
％
の
追
加
関
税
の
課
税

が
発
動
さ
れ
る
見
込
み
と
な
っ
て
い

る
（
合
計
２
５
０
０
億
米
㌦
）。
さ

ら
に
、
中
国
か
ら
の
輸
入
総
額
（
約

５
０
０
０
億
㌦
）
の
残
り
の
２
５
０

０
米
㌦
相
当
分
に
関
し
て
も
制
裁
関

税
の
対
象
と
す
べ
く
第
４
弾
を
発
動

す
る
可
能
性
も
示
唆
し
て
い
る
。

こ
こ
で
米
中
貿
易
の
現
状
を
確
認

す
る
と
、
17
年
の
米
国
の
対
中
輸
出

額
は
１
３
０
４
億
㌦
、
米
国
の
対
中

輸
入
額
は
５
０
５
６
億
㌦
で
あ
り
、

米
国
は
３
７
５
２
億
㌦
の
貿
易
赤
字

と
な
っ
て
い
る
。
米
国
の
対
中
輸
出

の
内
訳
を
見
る
と
、
第
1
位
は
民
間

航
空
機
（
含
む
部
品
）
で
対
中
輸
出

の
12
・
５
％
、
第
２
位
は
大
豆
で
９

・
５
％
、
第
３
位
は
乗
用
車
（
中
古

車
を
含
む
）
で
８
・
１
％
と
な
っ
て

い
る
。
一
方
、
米
国
の
対
中
輸
入
の

内
訳
を
見
る
と
、
第
１
位
は
時
計
な

ど
そ
の
他
日
用
品
で
対
中
輸
入
の
13

・
９
％
を
占
め
て
お
り
、
第
２
位
は

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
で
９
・
０
％
、
第
３

位
は
通
信
機
器
で
６
・
６
％
と
続
く
。

米
国
が
中
国
に
対
し
て
制
裁
関
税

を
課
し
た
第
３
弾
ま
で
の
合
計
２
５

０
０
億
米
㌦
相
当
の
品
目
リ
ス
ト
に

は
、
ス
マ
ホ
や
パ
ソ
コ
ン
な
ど
米
国

企
業
が
中
国
で
製
造
し
て
米
国
に
戻

し
て
い
る
モ
ノ
や
、
衣
類
な
ど
米
国

消
費
者
へ
の
影
響
が
大
き
い
モ
ノ
が

除
か
れ
て
い
る
。
一
方
、
中
国
が
米

国
に
対
し
て
報
復
関
税
を
課
し
た
品

目
リ
ス
ト
に
は
、
第
２
弾
ま
で
は
第

１
位
の
航
空
機
が
除
か
れ
て
い
た
。

し
た
が
っ
て
、
第
２
弾
ま
で
の
関
税

引
き
上
げ
合
戦
は
お
互
い
に
傷
の
小

さ
い
領
域
で
争
う
局
地
戦
だ
っ
た
と

い
え
よ
う
。

し
か
し
、
中
国
が
８
月
３
日
に
公

表
し
た
第
３
弾
に
対
す
る
報
復
関
税

品
目
リ
ス
ト
に
は
、
米
国
が
輸
出
に

力
を
入
れ
る
液
化
天
然
ガ
ス
（
Ｌ
Ｎ

激
し
さ
を
増
す

米
中
貿
易
摩
擦

米中貿易戦争が激しさを増すなか、トランプ政権の矛
先はＥＵや日本など先進国にも向けられており、“対岸
の火事”では済まされない。いったいトランプ政権の
意図はどこにあり、世界経済はどのように変わろうと
しているのか。日本の製造業にとっては、いくつかの
チャンスが到来しそうだが、その前提としてサプライ
チェーンの再構築を迫られることは間違いなさそうだ。
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黒
田
総
裁
も
認
め
た

金
融
緩
和
の
副
作
用

　

７
月
31
日
に
行
わ
れ
た
日
銀
の
黒
田
東
彦
総
裁

に
よ
る
金
融
政
策
決
定
会
合
後
の
記
者
会
見
。
黒

田
総
裁
は
日
銀
の
大
規
模
な
国
債
購
入
に
よ
る
副

作
用
と
し
て
、「
国
債
市
場
の
機
能
低
下
」
が
見

ら
れ
る
こ
と
を
初
め
て
認
め
た
。

　

国
債
利
回
り
や
ボ
ラ
テ
ィ
リ
テ
ィ
ー
が
長
期
間

に
わ
た
っ
て
低
水
準
で
推
移
し
て
い
る
た
め
、
市

場
に
お
け
る
国
債
取
引
量
が
激
減
し
て
お
り
、
最

適
な
債
券
価
格
を
導
き
出
す
市
場
本
来
の
機
能

（
価
格
発
見
機
能
）
が
低
下
し
て
い
る
こ
と
は
こ

れ
ま
で
も
指
摘
さ
れ
て
き
た
。
黒
田
総
裁
は
こ
う

し
た
副
作
用
が
起
き
て
い
る
こ
と
を
認
め
、
決
定

会
合
で
は
こ
の
副
作
用
を
改
善
す
る
た
め
の
施
策

と
し
て
、
ゼ
ロ
％
程
度
と
す
る
長
期
金
利
誘
導
目

標
の
許
容
変
動
幅
を
、
従
来
の
±
０
・
１
％
か
ら

倍
の
±
０
・
２
％
程
度
に
広
げ
る
こ
と
を
決
め
た
。

　

今
回
の
日
銀
の
決
定
に
対
し
、「
ま
る
で
針
の

穴
に
糸
を
通
す
よ
う
な
絶
妙
な
政
策
修
正
で
あ
り
、

金
利
の
ス
テ
ル
ス
エ
グ
ジ
ッ
ト
に
ほ
か
な
ら
な

い
」（
市
場
関
係
者
）
と
の
評
価
も
聞
か
れ
る
。

と
い
う
の
も
、
日
銀
は
緩
和
強
化
の
建
前
を
崩
す

こ
と
な
く
、「
副
作
用
軽
減
策
」
と
い
う
緩
和
縮

小
の
一
手
を
打
た
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
難
題
に
直

面
し
て
い
た
か
ら
だ
。
２
０
１
３
年
１
月
の
政
府

・
日
銀
の
共
同
声
明
に
よ
り
、
日
銀
に
は
２
％
物

価
目
標
に
向
け
て
金
融
緩
和
の
ア
ク
セ
ル
を
踏
み

続
け
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
だ
が
、
副
作
用
を

抑
え
込
む
た
め
に
は
、
む
し
ろ
ブ
レ
ー
キ
を
踏
む

施
策
を
打
つ
必
要
が
あ
る
。

　

今
回
の
施
策
が
副
作
用
軽
減
策
で
あ
る
こ
と
は

明
白
だ
が
、
打
ち
出
し
た
施
策
自
体
は
、
長
期
金

利
を
ゼ
ロ
％
程
度
で
推
移
さ
せ
る
こ
と
は
変
え
ず

に
±
０
・
２
％
程
度
の
「
ブ
レ
」
を
認
め
る
と
い

う
、
緩
和
縮
小
・
緩
和
強
化
ど
ち
ら
に
も
と
れ
る

内
容
。
加
え
て
、「
当
分
の
間
、
現
在
の
き
わ
め

て
低
い
長
短
金
利
の
水
準
を
維
持
す
る
こ
と
を
想

定
し
て
い
る
」
と
す
る
政
策
金
利
の
フ
ォ
ワ
ー
ド

ガ
イ
ダ
ン
ス
を
新
た
に
導
入
し
た
こ
と
で
、
従
来

の
金
融
緩
和
を
続
け
て
い
く
こ
と
を
強
調
し
た
。

　

結
果
と
し
て
市
場
で
は
、
緩
和
縮
小
に
よ
る
円

高
を
も
た
ら
す
こ
と
な
く
、
10
年
国
債
の
利
回
り

が
事
前
の
報
道
前
と
比
べ
て
60
b
p
ほ
ど
高
い
０

・
１
％
程
度
ま
で
上
昇
。「
金
融
緩
和
の
持
続
性

強
化
」
を
謳
い
な
が
ら
、「
ブ
レ
の
許
容
」
と
い

う
緩
和
縮
小
の
一
手
を
打
つ
こ
と
に
成
功
し
た
。

国
債
市
場
は
甦
る
か

　

長
期
金
利
の
許
容
変
動
幅
が
拡
大
さ
れ
た
こ
と

で
、
市
場
関
係
者
は
「
国
債
取
引
量
が
高
ま
り
、

価
格
発
見
機
能
が
回
復
す
る
状
況
が
生
ま
れ
つ
つ

あ
る
」
と
期
待
を
寄
せ
る
。
こ
れ
ま
で
、
日
本
相

互
証
券
が
仲
介
す
る
日
本
国
債
の
業
者
間
取
引
が

不
成
立
と
な
る
日
は
今
年
す
で
に
６
回
を
数
え
、

新
発
10
年
物
国
債
の
値
動
き
を
示
す
月
間
変
動
幅

も
過
去
最
低
水
準
と
な
っ
て
い
た
。
今
回
の
政
策

修
正
に
胸
を
な
で
下
ろ
す
市
場
関
係
者
は
少
な
く

な
い
だ
ろ
う
。

　

し
か
し
、
今
回
の
施
策
は
あ
く
ま
で
当
座
を
し

の
ぐ
弥
縫
策
に
過
ぎ
な
い
。
あ
る
債
券
デ
ィ
ー
ラ

ー
は
「
５
〜
７
月
よ
り
は
マ
シ
に
な
っ
た
が
、
ま

だ
十
分
な
利
回
り
と
ボ
ラ
テ
ィ
リ
テ
ィ
ー
に
は
達

し
て
い
な
い
」
と
話
す
。
決
定
会
合
後
、
10
年
国

債
の
利
回
り
は
８
月
２
日
に
一
時
０
・
１
４
５
％

と
17
年
２
月
以
来
の
高
水
準
と
な
り
、
月
内
に
も

０
・
２
％
を
試
す
と
見
ら
れ
て
い
た
。
だ
が
、
８

月
６
日
の
週
以
降
は
早
く
も
０
・
１
％
前
後
で
推

日
本
銀
行
は
７
月
30
、
31
日
に
金
融
政
策
決
定
会
合
を
開
き
、「
ゼ
ロ
％
程
度
」
と
す
る
長
期
金

利
誘
導
目
標
の
許
容
変
動
幅
を
従
来
の
±
０
・
１
％
か
ら
±
０
・
２
％
程
度
に
広
げ
る
こ
と
を

決
め
た
。「
国
債
市
場
の
機
能
低
下
」と
い
う
金
融
緩
和
の
副
作
用
が
顕
在
化
し
て
い
る
こ
と
が

背
景
に
あ
る
。
金
融
緩
和
に
邁
進
す
る
ポ
ー
ズ
を
と
り
な
が
ら
、
事
実
上
の
緩
和
縮
小
と
な
る

今
回
の
政
策
修
正
は
絶
妙
な
一
手
と
い
え
る
。
こ
れ
で
当
座
は
し
の
げ
る
と
見
ら
れ
る
が
、
ふ

た
た
び
副
作
用
が
増
幅
す
る
局
面
で
の
次
な
る
政
策
修
正
の
一
手
は
限
ら
れ
る
。

絶
妙
な
政
策
修
正
の
陰
で
限
界
も
露
呈
し
た

日
銀
の
決
定
会
合
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日
銀
が
進
め
る
「
強
力
な
金
融
緩
和
継
続
の

た
め
の
枠
組
み
強
化
」
と
は
何
か

政
策
の
持
続
性
を
高
め
つ
つ
、

正
常
化
へ
の
道
も
視
野
に
入
れ
る

緩
和
の
枠
組
み
強
化
か
、

政
策
修
正
か

　

今
の
政
策
を
あ
と
２
年
は
続
け
る

可
能
性
が
あ
る

│
７
月
31
日
に
日

銀
が
公
表
し
た
展
望
レ
ポ
ー
ト
と
金

融
政
策
決
定
会
合
の
結
果
か
ら
は
、

そ
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
が
伝
わ
っ
て
き
た
。

２
０
１
３
年
４
月
の
量
的
・
質
的
金

融
緩
和
（
Ｑ
Ｑ
Ｅ
）
決
定
以
来
、
14

年
10
月
の
追
加
緩
和
、
15
年
12
月
の

補
完
措
置
、
16
年
１
月
の
マ
イ
ナ
ス

金
利
政
策
、
同
年
９
月
の
イ
ー
ル
ド

カ
ー
ブ
・
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
導
入
と
、

日
銀
は
Ｑ
Ｑ
Ｅ
に
何
度
か
変
更
や
修

正
を
加
え
て
き
た
。
そ
の
た
び
に

「
追
加
緩
和
」
や
「
補
完
措
置
」
な

ど
、
内
容
を
イ
メ
ー
ジ
し
や
す
い
名

前
で
呼
ば
れ
て
き
た
。
今
回
の
公
表

文
に
は
「
強
力
な
金
融
緩
和
継
続
の

た
め
の
枠
組
み
強
化
」
と
あ
り
、
こ

れ
ま
で
の
例
を
踏
ま
え
れ
ば
「
枠
組

み
強
化
」
と
呼
ぶ
の
が
自
然
だ
ろ
う
。

　

と
こ
ろ
が
、
メ
デ
ィ
ア
や
専
門
家

の
間
で
は
「
政
策
修
正
」
や
「
緩
和

修
正
」
な
ど
、
別
の
名
前
が
付
け
ら

れ
て
い
る
。
今
回
の
決
定
で
、
日
銀

が
金
融
緩
和
を
強
化
し
た
の
か
、
緩

和
の
程
度
を
弱
め
た
の
か
が
わ
か
り

に
く
い
か
ら
で
あ
る
。「
玉
虫
色
」

の
政
策
決
定
と
の
指
摘
も
、
そ
う
し

た
理
由
か
ら
だ
ろ
う
。

世
界
に
例
の
な
い「
長
期
」金
利
の

フ
ォ
ワ
ー
ド
・
ガ
イ
ダ
ン
ス

　

７
月
の
展
望
レ
ポ
ー
ト
で
は
、
18

年
度
か
ら
20
年
度
ま
で
の
物
価
見
通

し
が
下
方
修
正
さ
れ
た
。
18
年
度
の

生
鮮
食
品
を
除
く
消
費
者
物
価
指
数

（
コ
ア
Ｃ
Ｐ
Ｉ
）
の
見
通
し
は
４
月

時
点
の
前
年
１
・
３
％
か
ら
１
・
１

％
に
、
19
年
度
は
１
・
８
％
か
ら
１

・
５
％
に
、
20
年
度
は
１
・
８
％
か

ら
１
・
６
％
に
い
ず
れ
も
引
き
下
げ

ら
れ
た
。
日
銀
は
４
月
の
展
望
レ
ポ

ー
ト
で
物
価
安
定
目
標
の
「
２
％
」

を
達
成
す
る
時
期
を
削
除
し
て
い
た

が
、
今
回
の
展
望
レ
ポ
ー
ト
で
物
価

日
銀
が
今
回
初
め
て
採
用
し
た
フ
ォ
ワ
ー
ド
・
ガ
イ
ダ
ン
ス
は
、
消
費
増
税
の
影
響
を
見
極
め
る
ま
で
政
策
変
更
し

な
い
と
い
う
強
い
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
強
力
な
緩
和
策
を
長
く
続
け
る
観
点
か
ら
、
国
債
市
場

の
機
能
低
下
に
配
慮
し
、
国
債
買
入
れ
を
弾
力
化
す
る
と
と
も
に
、
長
期
金
利
が
０
・
２
％
程
度
ま
で
上
昇
す
る
こ
と
を

容
認
。
上
場
投
資
信
託
（
Ｅ
Ｔ
Ｆ
）
の
買
入
れ
方
針
も
見
直
し
た
。
副
作
用
に
配
慮
し
た
こ
れ
ら
の
措
置
は
、
政
策
の
持

続
性
を
高
め
つ
つ
、
金
融
正
常
化
に
向
け
た
静
か
な
前
進
と
み
る
こ
と
も
で
き
そ
う
だ
。

日
本
経
済
研
究
セ
ン
タ
ー

研
究
本
部
金
融
研
究
室
長

左
三
川 

郁
子
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